
  
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

１．拙速な国会批准を行わせない運動を広げよう。反ＴＰＰネットワークが緊急学習報告会 

ＪＡグループや生協、漁協、

日専連など 27 団体で構成する

ＴＰＰから食とくらし・いのち

を守るネットワーク宮城は 21

日、「今 ＴＰＰを問う」緊急

学習報告会を仙台国際センタ

ーで開きました。３団体が実践

報告し「食」「農」「医療」など

について問題意識を共有。復

旧・復興の大きな足かせとなる

ＴＰＰに不安をぬぐえないと

して、強引かつ拙速な批准を行

わせないよう運動を広げてい

くとのアピールを採択しました。「国会批准に前のめりなのは日本の安倍政権だけ」と語った中嶋氏   

  約１８０人が参加。徳島大学名誉教授の中嶋信氏が「ＴＰＰの問題点と地域の課題」と題し基

調講演しました。中嶋氏は「アメリカでは反対の世論が高まっており、議会の審議入りは不透明。

ＴＰＰを漂流させることは可能だ」と指摘。そのうえで「『成長の呪縛』を克服して、新しい国

際ルールを提案していくことが大切だ」と語りました。  

 みやぎ生協産直推進本部の齋藤清治氏は「ＴＰＰは、生協の理念・産消提携と全く相いれない。

知れば知るほど絶対反対になる」と、学習会を開いてきたことを報告。 

  宮城県民主医療機関連合会の熊谷義純事務局次長は「混合診療の解禁で、国民皆保険制度は実

質的崩壊につながる」と現場の懸念を訴えました。 

  ＪＡ宮城中央会営農農政部の尾本満雄部長は、ＪＡグループのこれまでの運動経過を報告し

「今後も国民理解の醸成、組合員への情報発信に取り組んでいく」と語りました。 
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２．ＪＡグループ宮城が熊本に第２次支援隊を派遣  

  ＪＡグループ宮城は地震で大きな 

 被害を受けた熊本県に第２次支援 

 隊を派遣しました。今回は県内ＪＡ 

から 10人、県連組織から 8人の合 

わせて 18人が、6月 5日に現地入り 

しました。 

 支援隊は 6日から 8日まで 3日間、 

2～5人の班に分かれて、ＪＡ菊池と 

ＪＡかみましき管内の組合員宅の 

農作業を支援。ゴボウやサツマイ 

モ、、ジャガイモなどの収穫・選別 

作業を行ってきました。      ジャガイモの収穫を手伝う支援隊員ら（ＪＡかみましき管内で） 

 

３．震災の記憶を後世に。ＪＡ仙台が復興記録誌『 5年間の軌跡 』を発行 

  東日本大震災の教訓を後世に伝えようと 

ＪＡ仙台は、復興記録誌『5年間の軌跡』を 

発行しました。順次、組合員に配布し、復興 

に向けたＪＡの取り組みを報告します。 

 同ＪＡは震災直後に災害対策本部を設 

置し、米の緊急販売や避難所として支店を開 

放するなどの初期対応を実施。組合員の生活 

と農業を支えるため、復興に向けてさまざま 

様々な取り組みを実施してきました。 

  記録誌では、震災発生当時から現在までの 

復興にかかる取り組みを、年表形式で振り返 

っています。           

  6月 14日には、ＪＡグループ宮城へ記録誌 中央会の石川壽一会長に記録誌を贈る菅野組合長㊧ 

を寄贈し、ＪＡ仙台の復興状況を報告しました。 

  同ＪＡの菅野育男組合長は「記録誌の発行によって、震災による貴重な体験・教訓を後世へと

伝え、今後の災害に備える一助としていきたい。また、行政やＪＡグループをはじめ、支援いた

だいた多くのみなさまに対し、復興が着実に進んでいるご報告としたい」と話しました。 

 

４．原発事故損害賠償対策宮城県協議会が東京電力に第 58 次請求 

ＪＡグループ東京電力原発事故農畜産物損害賠償対策宮城県協議会は 6月 30日、第 58次請求 

として東電に 1億 5,810万円を請求しました。 

内訳は、原木シイタケほだ木の廃棄に伴う損害が１億 2,852万円、牧草の利用自粛等にかかわ 

る損害が 2,502万円、牧草地の除染にかかわる損害が 456万円となっています。 
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